
© 2024 Masuda, Funai, Eifert & Mitchell, Ltd. All rights reserved. 本書は、特定の事実や状況に関する法務アドバイスまたは法的見解に代

わるものではありません。本書に含まれる内容は、情報の提供を目的としたものです。かかる情報を利用なさる場合は、弁護士にご相

談の上、アドバイスに従ってください。本書は、広告物とみなされることもあります。

News & Types: クライアント・アドバイザリー

バイデン政権、特定の中国製品を対象とし
た輸入関税の引き上げを発表
6/27/2024

By: エイサ マーケル

Practices: 商事／競争／取引

2024年5月14日、バイデン政権は180億ドル相当の中国製品の輸入に対する追加関税を発表しました。また、

1974年通商法第301条を引用し、米国企業から中国企業に対する、中国企業にとって不当に有利な知的財産権

の移転や、人為的に安価に設定された中国製品が市場にあふれていることなど、中国の不公正な貿易慣行に対

する懸念を表明しました。同政権は（引き上げの対象とならない）中国製品に対する既存の関税は維持すると

予想されています。

今回新たに引き上げられた関税には、中国から輸入される、特定の鉄鋼・アルミ製品(25%まで)、半導体(50%

まで)、電気自動車(100%まで)、各種電池(25%まで)、太陽電池(50%まで)、海上クレーン(25%まで)、特定の

医薬品(50%まで)に対する追加輸入関税が含まれます。これらの輸入関税の引き上げは、米国政権が半導体製

造に使用される米国技術の中国への輸出を制限していること、および電気自動車の価格の引き下げを支援した

中国政府の補助金についてEUが調査を続けていることと明確に呼応しています。

さらに、米国政権による今回の関税の引き上げは、特定の医薬品も対象としています。これは、米国政府が

COVID-19パンデミック時から依然として、中国製医薬品への依存を懸念しているためです。

米国政府は、これまで、米国内で類似品が入手できないことを理由に、輸入業者が関税の免除を申請すること

を認めてきました。そのような関税免除の詳細については、まだ今後決定される必要があります。当面の間、

米国政府は、米国における製造業務を継続するために必要な特定の中国製機械については、輸入業者が関税の

免除を申請することを認めています。


